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貯水池及び調整池堆砂状況等記録すべき内容について（内規） 

  

 

経済産業省大臣官房商務流通保安審議官 

 

 

経済産業省は、下記１．に掲げる対象事業者に対し、「貯水池及び調整池堆砂状況等記録すべき内容に

ついて」（平成１６年３月３１日付け平成１６･０３･２６原院第３号）に基づき、貯水池及び調整池堆砂

状況報告並びにダム漏水状況報告（電気関係報告規則の一部を改正する省令（平成１６年経済産業省令第

２７号）により廃止されたものをいう。）を電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）第５

０条に基づく保安規程の「事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する保安についての適正な記録に

関すること」として、記録の保管を求めているところであるが、今後は、下記のとおり対応することを求

めることとする。 

なお、必要に応じて、経済産業省から対象事業者に対し、下記２．の記録内容の報告を求めることがあ

る。 

 

記 

 

１．対象事業者  

（１）貯水池及び調整池堆砂状況報告  

電気事業者及び自家用電気工作物を設置する者（貯水池又は調整池の当初総貯水容量が１００万立方

メートル以上であって、高さが１５メートル以上のダムを有している者に限る。） 

 

（２）ダム漏水状況報告 

電気事業者及び自家用電気工作物を設置する者（発電用水力設備に関する技術基準を定める省令（平

成９年通商産業省令第５０号）第１２条の適用を受けるダムを有している者に限る。） 

 

 

２．貯水池及び調整池堆砂状況等記録すべき内容  

（１） 貯水池及び調整池堆砂状況報告 

別添１の様式に記載される事項について、年１回を基本として各貯水池及び調整池毎に適切な頻度を

定めて調査し、その記録を１０年間保管すること。 

 

（２） ダム漏水状況報告 

別添２の様式に記載される事項について、備考３を基本としてそれぞれのダム毎に適切な頻度を定め

て調査し、その記録を１０年間保管すること。 

 

なお、上記（１）及び（２）の報告について、河川法（昭和３９年法律第１６７号）に基づく同等の

内容の記録がある場合は、別添１及び別添２の様式にかかわらず、当該記録をもって代用することがで

きる。 

 

   

附 則（20160401商局第 1号） 

１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、この規程の施行の日の前の事項に関する記

録の保管については、なお従前の例による。 

２ 貯水池及び調整池堆砂状況等記録すべき内容について（平成１６年３月３１日付け平成１６･０３･２

６原院第３号）は廃止する。 



現在

事業者名

千ｍ
3

千ｍ
3

千ｍ
3

千ｍ
3

千ｍ
3

％

％

２
３　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ4とすること。

貯水池及び調整池堆砂状況報告

　年　　月　　日

⑦全堆砂率（⑥／②）

⑧堆砂率（⑥／③）

③計画堆砂量

④有効容量内堆砂量

　堆砂状況を示す図面（平面図及び縦断面図）を添付すること。

備考 １

⑨その他の特記事項

　この表は、当初総貯水容量1,000,000ｍ
3
以上であって、高さ15ｍ以上のダム

を有する貯水池及び調整池について記載すること。

①ダム名

②当初総貯水容量

⑤死水容量内堆砂量

⑥堆砂量（④＋⑤）

別添１



年 （ 月）分

発電所名 事業者名

測 定 箇 所名

備考 １

２

３

(1)

(2)

(3)

４ 　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ4とすること。

ダ ム 漏 水 状 況 報 告

　最初の満水の日から起算して４年以上経過したダムにあっては、月２回以上

　最初の満水の日から起算して１年以上経過し４年を経過しないダムにあって
は、１週間に１回以上

　漏水量の測定箇所を示す図面を添付すること。

　測定頻度は、次によること。

　最初の満水の日から起算して１年を経過しないダムにあっては、１日１回

測 定 箇 所 名

貯 水 池 又
は 調 整 池

　この表は、高さが１５メートル以上のダムについて記載すること。

測
定
月
日

天
　
　
候

気

温

℃
水　　位
ｍ

漏　水　量（１／min）

測 定 箇 所 名測 定 箇 所 名

ダム名

別添２
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